











第五章 侵害の停止（第一節～第二節 第84巻第２号、第三節～第四節 第84巻第４号）
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中国の裁判所は、商標権侵害紛争を処理するとき、上記の米国裁判所のやり方
を参考にして、原告の権利・利益を守ると同時に、公平の原則から、被告の正当
な権利・利益及び社会公共利益を保護する必要がある。
同様に、著作権侵害訴訟において、原告が正当な理由なく訴訟を遅延した場
合、権利侵害行為が著作権の中の人身権、あるいは社会公共利益を侵害した場合
を除き、裁判所は、被告が当該作品を継続使用するのを禁止しないこともあり得
る。たとえば、被告が無断で当該美術作品に対して簡単な修正を行ったが、この
種の修正が単に当該作品を商標として使用しやすくするためであって、社会公共
の利益に影響を与えていない場合がそれにあたる。被告が当該商標についてすで
に大量の投資を行い、当該商標が、すでに大きな市場知名度を有する場合、裁判
所は、被告の当該作品に対する継続使用を差し止めてはならない。もちろん、こ
の種の判決結果は、原告の著作について「強制許諾」を行ったに等しいと思われ
るかもしれない。しかし、もし事件全体の事実からみると、必ずしもそうではな
い。原告は、すでに被告が自己の著作を使用しているにもかかわらず、権利の主
張を行わない場合、被告に対して著作権の権利行使を放棄しており、被告の使用
行為に対して黙示許諾をなしているとみなすことができよう。前述したように、
権利者が意識して訴訟の時期を選択する場合、原告は権利侵害行為の発生を明ら
かに知っていながら、被告が巨額な利益を得ようとするときにはじめて訴訟を起
こしたのであれば、原告の権利濫用を構成すると認定し、裁判所は、訴訟時効の
徒過を理由にその訴訟請求を退けることができる。
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